
基本目標１ 対象者の把握から地域の自立まで、多様な支援を切れ目なく包括的に提供
ア 相談体制の整備等による対象者の早期の把握

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

1
女性相談支援センターに

おける相談体制の充実

女性相談支援センターにおいて、電話や来所等に加えて、SNSを活用した

相談を実施し、個々の状況に応じて相談しやすい方法を選択できる体制を

整備します。また、電話相談の記録や統計のシステム化、夜間・休日の電

話相談体制の拡充等により電話相談の充実を図っていきます。

・夜間休日電話相談：引き続き実施

・SNSを活用した女性相談：令和６

年11月１日LINE相談「女性はーとふ

るLINE＠東京」運用開始

・電話相談システムＤＸ化：令和７

年３月から電話相談管理システムを

導入し記録や統計のシステム化を図

る予定

福祉局 ★

2
困難を抱えた若年女性の

早急な把握

民間団体と協働し、繁華街での巡回・声掛けやSNSを活用した相談等によ

り、様々な困難を抱えた若年女性を早急に把握します。

若年被害女性等支援事業を行う民間

団体５団体がアウトリーチ支援を実

施

福祉局

3 相談窓口の周知

女性相談支援センター、東京ウィメンズプラザや各区市町村における困難

な問題を抱える女性のための相談窓口をホームページ等で広く周知しま

す。

ホームページや広報誌等を通じて相

談窓口を周知
福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

支援が必要な女性が気軽に立ち寄り、安心して自分の気持ちや悩みを話す

ことができ、必要な場合は宿泊もできるような居場所の確保に取り組んで

いきます。

若年女性に対して、民間団体と協働し、安全・安心な一時的な居場所で食

事の提供など日常生活上の支援、不安や悩み等に対する相談支援を行いま

す。

No. 事項 内容
令和７年１月末現在の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

5

女性相談支援センターの

一時保護所の居住環境の

改善等

女性相談支援センターの一時保護所について、個室化を含め、居住環境の

改善に取り組んでいきます。また、一時保護中の通信機器の使用可否を判

断するアセスメントシートを活用し、配偶者等からの追及・追跡のおそれ

がない方等については、本人の通信機器を使用できるようにするととも

に、本人の通信機器を使用することが困難な方については、代替手段とし

てタブレット等を貸し出します。

単身二人部屋の個室利用や、母子用

と単身用居室の相互利用を図り、個

室化を試行。アセスメントシートを

活用して通信機器の使用環境の安全

性を確認。タブレット等貸出は継続

して実施。

福祉局 ★

6 多様な一時保護先の確保

配偶者等からの追及・追跡のおそれのある方やない方、通勤や通学を希望

する方、中学生以上の男子を同伴する方、妊婦等、それぞれの状況に応じ

た多様な一時保護先の確保に取り組んでいきます。

令和６年度に通勤・通学を希望する

方、中学生以上の男子を同伴する方

の保護が可能な一時保護委託先（３

施設）を新たに確保

福祉局 ★

7

性自認が女性のトランス

ジェンダーの方の可能な

支援の検討

性自認が女性のトランスジェンダーの方については、人権の尊重に努め、

その状況や相談内容などを踏まえ、可能な支援を検討し対応していきま

す。

実施方法を検討中（実施時期は未

定）
福祉局

8 精神科医療機関との連携
精神的な課題を抱える方については、精神科の医療機関と連携して、一時

保護を円滑に行うことができる体制を整備していきます。

・必要に応じて精神科への受診を含

む支援を個別ケースごとに実施

・連携体制を引き続き整備

福祉局

9
支援調整会議を活用した

関係機関の連携の強化

一時保護から次の退所先へと円滑につなげ、保護期間が⾧期になることが

ないよう、本人の意向を適切に把握したうえで、早期の退所に向け、支援

調整会議を活用し関係機関の連携を強化していきます。

個別支援計画に基づく支援を行うほ

か、適宜個別支援ケース検討会議を

設け、関係機関と今後の方針を検討

し、円滑な退所につなげている。

福祉局 ★

10
配偶者暴力被害者等の支

援

配偶者暴力被害者等を支援する民間シェルター等が行う先進的な取組を助

成するなど、民間団体と連携して被害者等の支援の充実を図ります。

令和６年度事業として、左記取組を

行う民間団体４団体への交付を決定

生活文化ス

ポーツ局

「困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する東京都基本計画」に掲げた取組の実施状況

イ 気軽に立ち寄れる居場所の整備

4 居場所の整備

若年被害女性等支援事業を行う民間

団体５団体が、居場所における食事

の提供などの支援を実施

福祉局

ウ 多様な一時保護先の確保

★は令和６年度新規事業が取組内容に含まれているもの

資料８
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11
来日外国人女性の緊急保

護事業の実施

緊急に保護を求める外国人女性に対する保護体制の充実を図るため、外国

人女性の緊急保護を実施する民間団体等を支援します。

左記取組を行う民間団体１団体への

助成を実施
福祉局

12 外国籍の方の支援

女性相談支援センターは、日本語による意思疎通が困難な外国籍の方の支

援に当たっては、通訳の派遣やタブレット端末を活用したテレビ電話通訳

等を利用して、本人の意思を適切に把握します。

個別ケースごとに状況に応じた方法

で適切に対応
福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

13
一時保護した方等に対す

る被害からの回復支援

女性相談支援センターでは、医師、看護師や心理職員等が中心となり、主

に一時保護した方に対して、医学的又は心理学的な視点からの面接等を行

い、被害からの回復に向けた支援を実施します。

女性相談支援センターにおいて一時

保護した方に対して専門職を中心に

医学的・心理学的支援を実施

福祉局

14
女性自立支援施設におけ

る被害からの回復支援

女性自立支援施設の入所者は、心身の健康の回復のため、⾧期間の支援が

必要な方もいるため、施設では、生活支援の専門職・支援員等多職種と精

神科医師、看護師、心理職員等の専門職が連携し被害からの回復支援を実

施します。

女性自立支援施設で多職種による心

身の健康の回復に向けた支援を実施
福祉局

15
ワンストップ支援事業の

実施

性暴力や性的虐待、性的搾取等による性的な被害者を対象に、心身の負担

軽減や早期回復、被害の潜在化の防止等を図るため、24時間365日被害者

からの相談を受け付け、医療機関、警察、法律相談、精神的ケア、区市町

村等にワンストップでつなぐ支援事業を実施します。

都と民間団体が協働で設置した東京

都性犯罪・性暴力被害者ワンストッ

プ支援センターにて、左記支援を実

施

総務局

16
関係機関が連携した被害

者の回復支援

性暴力や性的虐待、性的搾取等による性的な被害者の回復に向けては、女

性相談支援センターや女性相談支援員が性犯罪・性暴力被害者ワンストッ

プ支援センターと円滑に連携して支援します。

支援調整会議等の取組を通じて性犯

罪・性暴力被害者ワンストップ支援

センターとの連携を推進

福祉局

17

都立病院における配偶者

暴力被害者等に対する支

援

都立病院の医療スタッフが、地域の関係機関等と連携し、配偶者暴力のあ

る家庭で育った児童とその母親に対して、心の傷の回復等を支援します。

大塚病院の医療スタッフが、子供家

庭支援センターや保健所、保健セン

ター等で開催する子育て講座等にお

いて、育児相談等支援を実施

保健医療局

18
夜間こころの電話相談の

実施

夜間に起こるこころ（精神）の状態悪化（孤独感、不安感、憂うつ、抑う

つ等）に関する電話相談に対応できる体制（都内全域）を確保し、相談者

のストレス（不安感等の症状）の解消や医療への受診を働きかけることに

よって、病状悪化や自殺の予防を図ります。

夜間の電話相談に対応できる体制の

確保のほか、事業説明会、研修、事

例検討会の実施

福祉局

19 精神科医療機関との連携
一時保護した方や女性自立支援施設に入所した方が、安心して心身の健康

の回復を図れるよう精神科の医療機関と連携して支援していきます。

・必要に応じて精神科への受診を含

む支援を個別ケースごとに実施

・連携体制を引き続き整備

福祉局

20 法的な相談への対応

女性相談支援センターに協力弁護士を配置し、配偶者暴力被害者、人身取

引被害者等からの法的な相談に対応します。また、協力弁護士は、女性相

談支援センター職員に対する法的な助言も行います。

協力弁護士による個別相談及び定例

相談を実施
福祉局

21
女性相談支援員等に対す

る研修の充実

女性相談支援員が、対象者に法的に解決すべき課題があるかを見極め、課

題がある場合は、適切に法テラスや弁護士につなげられるよう、アセスメ

ント力や法的知識の向上に向けた研修を充実させていきます。

令和６年度カリキュラム検討ワーキ

ンググループを立ち上げカリキュラ

ム案を策定し、モデル研修を実施。

令和７年度から新カリキュラムを本

格実施。

福祉局 ★

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

22
女性相談支援員による支

援

女性相談支援センターは、女性相談支援員等が基本方針に基づく自立の考

え方を踏まえ、様々なサービスを活用した支援ができるよう、研修を充実

させていきます。

令和６年度カリキュラム検討ワーキ

ンググループを立ち上げカリキュラ

ム案を策定し、モデル研修を実施。

令和７年度から新カリキュラムを本

格実施。

福祉局 ★

14

再

掲

女性自立支援施設の入所者は、心身の健康の回復のため、⾧期間の支援が

必要な方もいるため、施設では、生活支援の専門職・支援員等多職種と精

神科医師、看護師、心理職員等の専門職が連携し被害からの回復支援を実

施します。(再掲)

女性自立支援施設で多職種による心

身の健康の回復に向けた支援を実施
福祉局

エ 専門職や性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター等と連携した心身の健康回復及び法的課題の解決

オ 自立に向けた総合的な生活・就労・居住支援の提供
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23

女性自立支援施設では、日常生活支援として、被害からの回復支援のほ

か、日常生活の基盤をつくる力（生活費の使い方、生活を整えるスキル、

時間の使い方、社会的手続きを行う力等）を獲得するための支援、法的課

題解決への支援、就労支援、家族関係・人間関係の調整支援、退所後を見

据えた支援、退所後の支援等、多岐にわたる支援を行います。また、女性

自立支援施設から、大学や専門学校に通う方もいるため、オンライン学習

に対応するため、Wi－Fiを配備するなど学習環境を整備します。

女性自立支援施設において関係機関

と連携し入所者個々のニーズに応じ

た自立支援を実施

福祉局

24

女性自立支援施設の入所者への支援は施設職員が行っていますが、外部講

師も活用し、自立のために必要な講座を開催できるよう支援していきま

す。

・女性自立支援施設講座補助事業に

より、外部講師を活用した自立に向

けた講座開催に要する経費を補助

・令和６年度交付決定 ５施設

福祉局 ★

25

東京ウィメンズプラザにおける自立支援講座において、配偶者等暴力被害

の影響からの回復を支援するとともに、マザーズハローワーク等との連携

などにより、就労支援の取組を進めます。

自立支援講座の開催（開催回数：40

回）

生活文化ス

ポーツ局

26
東京ウィメンズプラザにおいて、配偶者等暴力被害者等の就労に役立つパ

ソコン技術の習得を支援するため、パソコン講座を実施します。

パソコン講座の開催（開催回数：13

回）

生活文化ス

ポーツ局

27

東京しごとセンターにおいて、一人一人の適性と状況を踏まえたきめ細か

なキャリアカウンセリングや再就職支援セミナー、職業紹介など、希望者

に対して就職活動を支援します。

東京しごとセンターにおいて、求職

者一人一人の状況に応じた就労支援

を実施

産業労働局

28

経済的困難を抱える女性等にアウトリーチでアプローチし、就職相談会や

セミナー等を通じて東京しごとセンターの就労支援につなげることで、女

性の就職・正規雇用化を後押ししていきます。

都内各地にて、就職相談会やセミ

ナーを組み合わせた「女性ワーク

チャレンジ移動サロン」を９回実施

産業労働局 ★

29
職業能力開発センター等において、求職者等を対象として就職に必要な知

識・技能を習得するための職業訓練を実施します。

都内14校の職業能力開発センター等

で職業訓練を実施
産業労働局

30

住宅の確保に配慮が必要な方の居住の安定を図るため、住宅確保要配慮者

の入居を拒まない民間賃貸住宅の登録を促進するとともに、入居者への家

賃債務保証や住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に係る情

報提供、相談、見守り等の生活支援を行う居住支援法人の指定を進めま

す。

・住宅確保要配慮者の入居を拒まな

い民間賃貸住宅の登録を促進

・居住支援法人の指定を推進

住宅政策本部

31

低額所得者の中でも特に困窮度が高い方について、都営住宅への優先入居

を図ります。また、女性自立支援施設や母子生活支援施設を退所する方向

けに、都営住宅の一定戸数を割り当てます。配偶者等からの暴力を受けた

被害者の方で一定の要件を満たす単身者の方等に対して都営住宅への入居

の募集を行います。

■優先入居（世帯向け）

〇倍率優遇（令和６年度募集戸数）

令和６年５月定期募集：4,200戸

令和６年11月定期募集：3,188戸

〇ポイント方式（令和６年度募集戸

数）

令和６年８月定期募集：1,248戸

※令和７年２月定期募集（予定）：

1,249戸

〇戸数割当方式（令和６年度割当戸

数）

女性自立支援施設：５戸

母子生活支援施設：50戸

■単身者向け募集

令和６年８月定期募集：407戸

※令和７年２月定期募集（予定）：

452戸

住宅政策本部

32

東京都立（総合）精神保健福祉センターにおいて、こころの健康や悩み、

精神科医療、社会復帰、生活上の問題など、電話による相談と来所による

面接相談を実施します。

都内３か所にある精神保健福祉セン

ターにおいて実施
福祉局

33

東京都立（総合）精神保健福祉センターにおいて、アルコール・薬物・

ギャンブル等の依存症に関する相談、思春期・青年期の精神保健に関する

相談について、個別面接のほかに集団プログラム（家族教室、本人グルー

プ）を実施します。

都内３か所にある精神保健福祉セン

ターにおいて実施
福祉局

住宅支援

女性自立支援施設におけ

る支援

就労支援
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34

東京都立（総合）精神保健福祉センターでは、精神科医療の治療を受けな

かったり治療を中断したこと等により、地域社会での生活に困難をきたし

ているケースなどに、医師、看護師、保健師、福祉、心理等の多職種チー

ムが、区市町村・保健所等からの依頼に基づき連携して訪問型の支援を行

います。

都内３か所にある精神保健福祉セン

ターにおいて実施（個別ケース毎に

実施）

福祉局

35

都は、精神科病院に入院している精神障害のある方が、円滑に地域移行を

図ることができる体制づくりに関わるとともに、精神障害者グループホー

ムに併設した専用居室等を使用して、地域生活のイメージ作りや退院後の

病状悪化の防止のため、ショートステイを実施します。

一部事業については社会福祉法人等

に委託し、精神科病院からの地域移

行の体制整備、ショートステイを実

施

福祉局

36

東京都発達障害者支援センターでは、ライフステージに合わせた発達障害

者の方に対する適切な相談支援や生活支援を行うため、「おとな部門」

（おとなＴＯＳＣＡ）を設置しており、相談事業や、発達障害のある人に

関わる方たちのスキルアップにつながる研修事業等を実施します。

おとなTOSCAにおいて758人の女性

からの相談に応じており、５回の研

修を開催

福祉局

37

都は、職業相談や就職準備、職場定着などの就労面の支援と、健康管理や

就職後の悩みを解消するための相談などの就労に伴う生活面の支援を一体

的に提供する障害者就労支援センターを設置する区市町村を支援します。

障害者施策推進区市町村包括補助事

業補助事業により支援を実施
福祉局

38

ひとり親家庭の希望や適性に応じて、就業相談、スキルアップ訓練、職業

紹介、マッチング支援、アフターフォローに至るまで一貫して実施するこ

とで、ひとり親家庭等の自立を支援します。

就職や転職を希望するひとり親に対

し、希望や適性に応じた伴走型の支

援であるひとり親家庭就業支援事業

を実施し、自立を促進

福祉局

39

東京都ひとり親家庭支援センターはあとにおいて、ひとり親家庭の一般的

な相談から養育費・親子交流などの専門的な支援まで総合的に行います。

また支援を必要としているひとり親家庭に分かりやすく情報を発信するた

め、ひとり親家庭向けポータルサイト「シングルママ・シングルパパくら

し応援ナビＴｏｋｙｏ」を運用します。

・区部と多摩の都内２か所に相談拠

点を設置し、ひとり親家庭の生活相

談から法律相談などの専門相談、ま

た、養育費や親子交流支援等を、ひ

とり親家庭のニーズに合わせて実施

・区市町村をはじめとしたさまざま

な支援機関が実施する支援施策につ

いて、ひとり親家庭向けポータルサ

イトを活用し、周知

福祉局

40

住居を失い、不安定な就労に従事する人や離職した人に対して、サポート

センターを設置し、生活支援、居住支援、資金貸付及び就労支援を実施す

ることにより、自立した安定的な生活を促進します。

令和6年度（6年12月末時点）で生活

支援2,288件、居住支援876件、資金

貸付91件、就労支援1,615件実施。

※男性を含む件数

福祉局

41

区市等において、自立相談支援機関窓口を設置し、生活が困窮している方

からの相談に包括的に対応し、自立に向けて個々の状況に応じた支援を行

います。

・区市等における自立相談支援機関

窓口で支援を実施

・支援は、相談者の状況に応じた個

別対応

福祉局

42

様々な事情で暮らしに困っている方に対し、区市等の福祉事務所において

生活保護制度を活用し、国が定める最低限度の生活を保障するとともに、

自立した生活ができるよう支援します。

各区市等の福祉事務所で生活保護制

度に基づき支援を実施
福祉局

43

地域生活への移行（女性

自立支援施設の退所）に

向けた支援

女性自立支援施設に入所している方が安心して地域で生活できるよう、利

用者の状況に応じて、施設に身近なアパート等で単身での生活を経験でき

るステップハウスの利用を推進します。

３施設においてステップハウスを活

用した自立支援を実施
福祉局

44 様々な施策の周知

都で実施している様々な施策について、困難な問題を抱える女性が個々の

状況に応じて利用できるよう、女性相談支援センターや女性相談支援員等

を通じて周知していきます。

電話相談利用者や一時保護利用者等

に対して個別のニーズに応じた周知

を実施

福祉局

障害のある方への支援

ひとり親家庭への支援

生活に困窮する方への支

援
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No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

45

女性自立支援施設を退所した方が、地域社会で継続して安定した生活を営

めるよう、自立に必要な相談、援助を行う女性自立支援施設を支援しま

す。

・女性自立支援施設退所者自立生活

支援事業により、退所者に対する相

談支援等に要する経費を補助

・令和６年度交付決定 ４施設

福祉局

46

女性自立支援施設を退所後、再び困難な状況に陥る場合もあることから、

女性相談支援センターや女性相談支援員、女性自立支援施設等ができる限

り早期に状況を察知し、適切な支援を行えるよう支援調整会議等を活用し

取り組んでいきます。

支援調整会議等の活用により関係機

関が連携し、状況把握や適宜関係者

に繋ぐなど、切れ目のない支援体制

を確立

福祉局 ★

No. 事項 内容
令和７年１月末現在の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

47 妊娠・出産に関する相談

妊娠・出産に関する様々な悩みについて、看護師等の専門職が電話やメー

ルでの相談に対応し、悩みを抱える妊産婦を孤立させずに適切な支援につ

なげます。また、「妊娠したかも？」という悩みや疑問にチャットボット

形式で対応します。

・「妊娠相談ほっとライン」におい

て、悩みを抱える妊産婦からの相談

に電話・メールで対応

・チャットボット「妊娠したかも相

談＠東京」において、妊娠に関する

悩みや疑問にチャットボット形式で

対応

福祉局

48
女性自立支援施設におけ

る支援

女性自立支援施設では、困難な課題を抱える妊婦を受け入れ、本人の意向

を尊重した支援を行います。特に、妊産婦を主な支援対象としている女性

自立支援施設では、産前産後の健康を考えた食事の提供、出産の準備、入

院の同行、心理的なケアから、授乳や沐浴など日常的な育児等だけでな

く、産後の女性の今後の生活を見据えた自立支援を行います。

・５施設において妊婦を受け入れ、

個別のニーズに応じた支援を実施

・産前産後の母子を受け入れる１施

設において、関係機関と連携の上、

妊婦及び母子に対するきめ細かな自

立支援を実施

福祉局

49

家庭生活に困難を抱える特定妊婦と出産後の母子等に対する支援の強化を

図るため、都は、一時的な住まいや食事の提供、その後の養育等に係る情

報提供や、医療機関等の関係機関との連携を行う民間団体を支援していき

ます。

左記取組を行う民間団体２団体への

助成を実施
福祉局 ★

50
見守りが必要な母子や妊産婦等に対し、母子生活支援施設において、育

児・家事支援等を行うことにより、その後の生活支援につなげます。

子育て短期支援事業（ショートステ

イ）を実施
福祉局

51
支援調整会議を活用した

関係機関の連携の強化

妊産婦や生まれた児童の支援に関わる地域の産婦人科や関係部署等の連携

が深まり、必要な調整等が円滑に行われるよう、区市町村における支援調

整会議の設置を働きかけていきます。

区市町村の主管課⾧会での説明や資

料の配布等により働きかけ
福祉局 ★

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

52 相談支援の実施

女性相談支援センターや女性相談支援員、女性自立支援施設は、障害の有

無、年齢、国籍等対象者の抱える困難な問題の背景等をアセスメントし

て、多様なニーズを踏まえた最適な支援を行います。他県から都に来られ

た方からの相談等について、他県等と適切に連携します。

個別ケースごとに関係機関と連携し

適切に対応
福祉局

特定妊婦や出産後の母子

等に対する支援

ク 東京で生活する女性の多様なニーズを踏まえた相談支援

カ 地域での安心な生活を支えるアフターケア

女性自立支援施設退所者

への支援

キ 予期せぬ妊娠や特定妊婦等への対応
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No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

53
女性相談支援員等のアセ

スメント力の向上

女性相談支援センターは、本人の意思や意向を踏まえた支援を実施できる

よう、女性相談支援員等を対象に個別ケースのアセスメントを含めた実践

的なソーシャルワークの研修を実施して、アセスメント力を向上させてい

きます。

相談支援技法にかかる研修を充

実。令和６年度モデル実施、令

和７年度から本格実施。

福祉局 ★

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

54

女性相談支援センターや区市等の女性相談支援員、女性自立支援施設は、

本人の意思や意向を把握するとともに、本人が抱える課題やその背景等を

本人とともに整理し、それらを踏まえた個別支援計画を作成します。ま

た、個別ケース検討会議は、健康上の理由がある場合等の例外を除き、原

則本人も参加して開催します。

本人の意思、意向を踏まえて個

別支援計画を作成。

個別ケース検討会議は、原則本

人参加で開催（難しい場合は本

人意向を聞き取り、会議の場で

共有するなどで対応）

福祉局 ★

55

女性自立支援施設には入所期間の定めはなく、個々の状況に応じて自立を

目指すことができます。個別支援計画には、本人の意向を踏まえた自立に

向けて、短期目標、⾧期目標とそれに対する期間を盛り込み、本人及び支

援者で共有します。

女性自立支援施設において本人

の意向を踏まえた個別支援計画

を策定し支援者等で共有の上、

きめ細かな支援を実施

福祉局

56

民間団体の支援を受けた方については、行政の支援につながった後も、本

人が望む場合には、民間団体の職員にケース会議に参加してもらうなど、

行政と民間団体が連携した支援を行っていきます。

個別ケースごとに民間団体と連

携して対応
福祉局

57
支援者は、本人のプライバシーを尊重し、その個人情報の提供には本人の

同意を得るなど適切に扱います。

本人の意向を踏まえ、個人情報

の取り扱いに適切に対応
福祉局

58

若年女性に対して継続的な支援が必要な場合には、民間団体と協働して、

本人の意見を反映させた自立支援計画を策定し、個々の状況に応じて自立

に向けた支援を行います。

若年被害女性等支援事業を行う

民間団体５団体が策定する自立

支援計画に基づき適切な支援を

実施

福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

59
本人の意向等に合わせて、女性相談支援センターの一時保護所を経由せず

に女性自立支援施設に入所できるよう、柔軟に対応していきます。

本人の意向等に合わせ、プレ入

所の仕組を活用し適切に対応
福祉局 ★

60

他法で設置された社会福祉施設の入所方法も参考にして、一時保護を行わ

ずに施設に入所することについて、課題を整理し実施に向けて検討してい

きます。

課題を検証（実施時期は未定） 福祉局

ウ 女性相談支援センターの一時保護所を経ない女性自立支援施設への入所等の推進

女性自立支援施設への入

所に関する取組

基本目標２ 本人の意思や意向を最大限尊重し、本人を中心にした支援の実施

ア 適切なアセスメントの実施

イ 本人の意向を踏まえた個別支援計画の作成、ケース会議への本人の参加

個別支援計画の作成

民間団体と連携した支援

等
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61

女性相談支援センターは、女性自立支援施設と連携して、女性自立支援施

設の入所状況や、各施設の特徴を女性相談支援員や本人に対して、わかり

やすく提供します。

研修や連絡会等で女性相談支援

員等に情報提供するとともに、

一時保護所利用者への分かりや

すい説明を実施

福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

62

支援調整会議等を活用し

た社会資源に関する情報

共有

都や女性相談支援センターは、支援調整会議等を活用して、母子生活支援

施設や自立援助ホーム、更生施設、宿所提供施設、無料低額宿泊所など、

困難な問題を抱える女性が利用可能な都内の社会資源の状況を把握し、女

性相談支援員に情報提供し、幅広い社会資源の中から本人の意思や意向を

踏まえた最適な支援を提供します。

研修や連絡会、個別ケース検討

会議等で情報提供を図り、女性

相談支援員と連携した支援を実

施

福祉局 ★

エ 社会資源の把握による最適な支援の提供
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No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

63
児童に対する心理的なサ

ポート

一時保護中の児童に対して、心理面接を通じて、暴力被害に対する心理的

ケアなど、心理的なサポートを行います。

個別の心理面接や生活状況の確

認を通し心理的なサポートを実

施

福祉局

64 児童相談所等との連携

女性相談支援センターは、児童相談所や子供家庭支援センターが関わる児

童について、児童相談所や子供家庭支援センターとも連携して支援しま

す。

必要に応じ、児童相談所、子供

家庭支援センターとも適切に連

携

福祉局

65 同伴児童の保育
女性相談支援センターや一時保護委託先では、女性や同伴児童の状況に応

じて、同伴児童の保育を実施します。

個々の状況に合わせ保育士によ

る保育を実施
福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

66

一時保護中の児童の学習について、学習指導員による指導を行うととも

に、小学生から高校生までが個々の学力に応じた学習ができるよう、アプ

リを活用したオンライン学習を行います。また、受験を控えた中学生や高

校生に対しては、家庭教師を利用し、個々の状況に合わせた学習支援を

行っていきます。

学習指導員による指導や、タブ

レット、オンライン家庭教師を

組み合わせ、個々の状況に合わ

せた学習支援を実施

福祉局 ★

67
一時保護中の児童が安全、安心かつ楽しく過ごせるよう、身体を動かす機

会や行事の実施も含め、支援していきます。

折々の行事や運動の時間を設け

るなど、生活の中の楽しみを提

供

福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

6

再掲
一時保護委託先の確保

女性相談支援センターが一時保護を行う場合に、中学生以上の男子につい

ても、保護者である女性と一緒の場所で保護できる委託先の確保に取り組

んでいきます。

令和６年度に通勤・通学を希望

する方、中学生以上の男子を同

伴する方の保護が可能な一時保

護委託先（３施設）を新たに確

保

福祉局 ★

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

68
支援調整会議等を活用し

た児童の支援

女性相談支援センター及び区市や西多摩福祉事務所等の女性相談支援員

は、一時保護中の児童の状況を、支援調整会議等を活用して、児童相談

所、子供家庭支援センター、教育機関やスクールソーシャルワーカー等と

共有するなど、一時保護中だけでなく、退所後も児童が安全かつ安心して

生活できるよう支援します。

必要に応じて、支援調整会議等

を活用し子供家庭支援センター

や児童相談所と同伴児童の状況

や課題を共有。退所後の支援に

つなげている。

福祉局 ★

69
スクールソーシャルワー

カーによる支援

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待などの課題に対応するため、社会福

祉等の専門的な知識・技術を用いて、児童・生徒が置かれた様々な環境へ

働きかけて支援を行うスクールソーシャルワーカーを配置する区市町村を

支援します。

区市町村が実施主体となり、都

は区市町村の事業費の1/2を補

助。現在、52区市町で実施。

教育庁

エ 児童相談所、子供家庭支援センター、教育機関等との連携による支援

基本目標３ 同伴児童を取り残さない視点から、サポートを強化
ア 同伴児童を取り残さない視点から、サポートを強化

イ 個々の状況に応じた多様な学習支援や楽しめる機会等の確保

学習等の支援

ウ 母子同一の場所での一時保護
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No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

70 アウトリーチ支援等

都は、民間団体と協働して、SNSを活用した相談や繁華街での巡回・声掛

け等のアウトリーチ支援、安全・安心な一時的な居場所の提供等を行いま

す。

若年被害女性等支援事業を行う

民間団体５団体がアウトリーチ

支援等を実施

福祉局

71
女性自立支援施設と民間

団体との協働による支援

若年女性を主な対象として支援を展開する民間団体の支援体制を強化しつ

つ、女性自立支援施設と民間団体が協働して困難な問題を抱える女性へ支

援を行うため、女性自立支援施設に心理療法担当職員等の専任の職員を配

置します。

２施設において民間団体と連

携・協働した支援を行う心理療

法担当職員を配置

福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

72 普及啓発
悪質なホストクラブでの被害やトラブルから若年女性を守るため、関係者

等が緊密に連携し、普及啓発に取り組んでいきます。

・SNSターゲティング広告を実

施予定

・大型ビジョン広告やＷＥＢ広

告により、高額請求トラブル等

の注意喚起を実施

生活文化

スポーツ

局

73

女性相談支援センターや消費生活総合センター、東京都若者総合相談セン

ター等に加え、歌舞伎町に相談窓口を設置し、ホストクラブでの被害やト

ラブルに係る相談に対応します。

・東京都若者総合相談センター

「若ナビα」において電話や

LINE等で相談を受付

・相談窓口「きみまも@歌舞伎

町」の運営

・消費生活総合センターにおい

てホストクラブの高額請求等の

トラブルに係る相談に対応

・女性相談支援センターにおい

て弁護士と連携するなど、悪質

ホストクラブに関する相談に適

切に対応

生活文化

スポーツ

局

福祉局

74

女性相談支援センターにおいては、新たに債務整理や生活再建に係る専門

性の高い弁護士を協力弁護士として登録し、ホストクラブ等でトラブルを

抱えた女性やその支援者の相談体制を確保します。

令和５年度から債務整理や生活

再建に係る専門性を有した協力

弁護士を配置し、一時保護利用

者等への相談支援を実施

福祉局 ★

75

民間団体と協働し、繁華街での巡回・声掛けやSNSを活用した相談等によ

り、悪質なホストクラブでの被害にあっている女性も含め、困難な問題を

抱えた若年女性を把握し、必要な支援につなげます

若年被害女性等支援事業を行う

民間団体５団体がアウトリーチ

支援等を実施

福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

76
関係機関と連携した犯罪

被害等の防止

関係機関と連携しつつ、青少年を対象とした相談窓口の設置や情報連絡会

の開催、SNSを活用したターゲティング広告の実施等、「トー横」におけ

る青少年の犯罪被害等の防止に向けた事業を行っていきます。

相談窓口「きみまも@歌舞伎

町」の運営、情報連絡会の開

催、SNSターゲティング広告の

実施等

生活文化

スポーツ

局

基本目標４ 困難な課題を抱える若年女性への支援を総合的に推進
ア 関係団体等と協働した若年女性等支援の推進

イ 関係機関・民間団体等と連携した悪質なホストクラブでの被害やトラブルへの対応

相談体制の強化

ウ 関係機関・民間団体等と連携した「トー横」問題への対応
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77 児童相談所等による支援

児童への支援の充実を図るため、児童相談所の専門職の増員を図るととも

に、一時保護所の増設や国が示す設備・運営基準への対応など、一時保護

所の環境改善を行います。また、「トー横」に集まる児童の支援につい

て、子供家庭支援センターの研修会等において、支援にあたっての課題な

どを共有し、地域できめ細かく対応できるよう取り組んでいきます。

・専門職の増員（児童福祉司41

増、児童心理司22増、一時保護

所職員4増）※令和6年度

・児童福祉審議会専門部会で、

一時保護児童への支援体制の強

化策を検討。こうした議論も踏

まえ、今後、内閣府令に基づ

き、一時保護所の設備及び運営

について、条例で基準を定める

予定

・令和6年12月、子供家庭支援

センター職員を対象に、「トー

横」に集まる児童の支援につい

て研修を実施

福祉局 ★

78 アウトリーチ支援
民間団体と協働して、トー横で巡回・声掛け等のアウトリーチ支援を行

い、若年女性を状況に応じて必要な支援につなげます。

若年被害女性等支援事業を行う

民間団体５団体がアウトリーチ

支援等を実施

福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

79 緊急避妊に対する支援

予期せぬ妊娠等への不安のため、緊急避妊が必要な10代の若者を対象に、

「とうきょう若者ヘルスサポート（わかさぽ）」において医療機関へ同行

するなど、緊急避妊の支援を行います。

予期しない妊娠の可能性や緊急

避妊の必要性がある方を対象

に、「わかさぽ」対面相談にお

いて、医療機関への同行による

支援を実施

福祉局

47

再掲
妊娠・出産に関する相談

妊娠・出産に関する様々な悩みについて、看護師等の専門職が電話やメー

ルでの相談に対応し、悩みを抱える妊産婦を孤立させずに適切な支援につ

なげます。また、「妊娠したかも？」という悩みや疑問にチャットボット

形式で対応します。（再掲）

・「妊娠相談ほっとライン」に

おいて、悩みを抱える妊産婦か

らの相談に電話・メールで対応

・チャットボット「妊娠したか

も相談＠東京」において、妊娠

に関する悩みや疑問にチャット

ボット形式で対応

福祉局

80
関係機関が連携した妊産

婦支援

18歳未満で支援が必要な妊産婦については、児童相談所や区市町村の保健

センター、子供家庭支援センター等が連携して、妊娠期から産後に至るま

で母子への支援を継続して行います。また、女性相談支援センターでは、

児童相談所からの依頼に基づき18歳未満の妊産婦の一時保護を行います。

関係機関と連携して18歳未満の

妊産婦の一時保護に適切に対応
福祉局

48

再掲

女性自立支援施設におけ

る支援

女性自立支援施設では、困難な課題を抱える妊婦を受け入れ、本人の意向

を尊重した支援を行います。特に、妊産婦を主な支援対象としている女性

自立支援施設では、産前産後の健康を考えた食事の提供、出産の準備、入

院の同行、心理的なケアから、授乳や沐浴など日常的な育児等だけでな

く、産後の女性の今後の生活を見据えた自立支援を行います。（再掲）

・５施設において妊婦を受け入

れ個別のニーズに応じた支援を

実施

・産前産後の母子を受け入れる

１施設において、関係機関と連

携の上、妊婦及び母子に対する

きめ細かな自立支援を実施

福祉局

49

再掲

家庭生活に困難を抱える特定妊婦と出産後の母子等に対する支援の強化を

図るため、都は、一時的な住まいや食事の提供、その後の養育等に係る情

報提供や、医療機関等の関係機関との連携を行う民間団体を支援していき

ます。（再掲）

左記取組を行う民間団体２団体

への助成を実施
福祉局 ★

50

再掲

見守りが必要な母子や妊産婦等に対し、母子生活支援施設において、育

児・家事支援等を行うことにより、その後の生活支援につなげます。（再

掲）

子育て短期支援事業（ショート

ステイ）を実施
福祉局

エ 予期せぬ妊娠や特定妊婦等への支援

特定妊婦や出産後の母子

等に対する支援
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No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

5

再掲

女性相談支援センターの

一時保護所の居住環境の

改善等

女性相談支援センターの一時保護所について、個室化を含め、居住環境の

改善に取り組んでいきます。また、一時保護中の通信機器の使用可否を判

断するアセスメントシートを活用し、配偶者等からの追及・追跡のおそれ

がない方等については、自分の通信機器の使用を認めるとともに、自分の

通信機器を使用することが困難な方については、代替手段としてタブレッ

ト等を貸し出します。(再掲)

単身二人部屋の個室利用や、母

子用と単身用居室の相互利用を

図り、個室化を試行。アセスメ

ントシートを活用して通信機器

の使用環境の安全性を確認。タ

ブレット等貸出は継続して実

施。

福祉局 ★

81

多様な一時保護先の確保
通勤や通学を希望する方、妊婦等、それぞれの女性の状況に応じた多様な

一時保護先の確保に取り組んでいきます。

令和６年度に通勤・通学を希望

する方、中学生以上の男子を同

伴する方の保護が可能な一時保

護委託先（３施設）を新たに確

保

福祉局 ★

82
女性自立支援施設への入

所に関する取組

女性自立支援施設の秘匿性を考慮しつつ、施設の利用を検討している若年

女性が可能な限り速やかに施設を見学できるよう取り組んでいきます。

プレ入所のしくみを活用し適切

に対応
福祉局 ★

83 若者に対する相談支援

東京都若者総合相談センターにおいて、人間関係や仕事、孤独などの悩み

を抱える若者や、非行歴を有するなどにより、社会的自立に困難を抱える

若者からの相談を受け付け、就労・就学等の適切な支援につなぎ、若者の

社会的自立を後押ししていきます。

相談件数：7,665件

うち女性からの相談：4,901件

（令和６年１２月末現在）

生活文化

スポーツ

局

84
若年女性が必要とする社

会資源の把握

個別ケースの検討を行う支援調整会議を積み重ねることによって、若年女

性の必要とする社会資源を把握し、代表者会議で社会資源をどのように確

保していくか検討していきます。

代表者会議にて自治体・民間団

体・関係機関が連携した若年女

性支援や社会資源について共有

福祉局 ★

オ 若年女性が受け入れやすい支援

※

６

再

掲
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No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

85
女性相談支援センターの電話相談システムを導入し、マイニングによる記

録や統計処理の効率化等により業務にかかる時間を削減します。

令和７年３月から電話相談管理

システムを導入し記録や統計の

システム化を図る予定

福祉局 ★

86

女性相談支援センターにおける相談保護管理システムを再構築し、保護し

た女性等のデータを効率的に処理するとともに、電話相談の記録と互換性

を持たせるなど、対象者に円滑な支援を提供するための体制整備を行って

いきます。

令和７年度に相談保護管理シス

テムの再構築を図る予定
福祉局

87 民間団体等との連携強化

民間団体等と協働して、支援が必要な女性を確実に自立につなげるため、

女性相談支援センターに民間団体との調整を行う職員を配置するなど体制

を強化します。調整を行う職員を中心に、民間団体の活動拠点となる地元

自治体を含め、関係機関との連携強化を図りながら、若年被害女性等への

支援を充実します。

令和５年７月に女性相談支援セ

ンターに若年被害女性等支援事

業に取り組む民間団体との連携

調整を行う部署を新設。民間団

体と連携・協働した若年被害女

性等への支援を実施

福祉局

88
女性相談支援センター職

員の育成

女性相談支援センターの女性相談支援員が、女性福祉を専門とする学識経

験者などからスーパーバイズ を受ける機会を定期的に確保するとともに、

一定の経験を有し、特定の研修を受講した女性相談支援員を他の職員への

助言も行う主任女性相談支援員として任用するなど、女性相談支援員の支

援力向上を図っていきます。

・スーパーバイズ研修実施（令

和６年度19回実施）

・令和６年度より主任女性相談

支援員配置

福祉局 ★

89
区市の女性相談支援員に

対する助言

女性相談支援センターの職員が区市の女性相談支援員に対して、支援が難

しいケースについて助言を行っていきます。

個別のケースにより連携して対

応
福祉局

90
女性相談支援センター多

摩支所の体制強化

市町村部への支援を担う女性相談支援センター多摩支所の体制強化を図

り、市の女性相談支援員へのスーパーバイズや研修を実施していきます。

市の女性相談支援員へのスー

パーバイズを行う職員を配置し

助言を行うほか、市町村の新任

職員に対する研修を実施

福祉局

91
区市等の女性相談支援員

との連携強化

区市等の女性相談支援員から、女性相談支援員が支援中の方についての心

理的な援助や一時保護した方の通院等への同行支援について、女性相談支

援センターに依頼があった場合に状況により対応できるよう体制を整備し

ていきます。

同行の必要が生じた都度、可能

な範囲で区市等へ協力
福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

92
同伴児童に関するケース

の共有等

女性相談支援センターにDV対応・児童虐待防止連携コーディネーターを配

置し、同伴児童の状況を児童相談所等と共有し、連携を図ります。また、

女性相談支援センターと児童相談所等は、配偶者暴力被害と児童虐待が相

互に重複して発生していることを踏まえ、個々のケースについて、それぞ

れの立場で考え得る対応を積極的に共有し、適切に対応します。

DV対応・児童虐待防止連携コー

ディネーターを配置、母子ケー

スの面接や関係機関との連携を

実施

福祉局

93 若年女性の支援
18 歳未満で支援が必要な若年女性については、児童相談所からの依頼に基

づき、女性相談支援センターが一時保護を行います。

個別のケースにより連携して対

応
福祉局

基本目標５ 女性相談支援センター、女性相談支援員、女性自立支援施設を軸とした支援基盤の充実・強化と民間団体や関係機関との円滑

な連携・協働の推進

ア 女性相談支援センターの体制強化・機能強化

女性相談支援センターの

DX

イ 女性相談支援センターと児童相談所との連携強化
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No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

94
女性相談支援員の課題の

把握・共有

都は区市町村とともに、支援調整会議で、区市等の女性相談支援員の実態

や課題を把握・共有し、必要な対応を検討していきます。

個別のケースにより連携して対

応
福祉局 ★

89

再掲

区市の女性相談支援員に

対する助言

女性相談支援センターの職員が区市の女性相談支援員に対して、支援が難

しいケースについて助言を行っていきます。（再掲）

個別のケースにより連携して対

応
福祉局

90

再掲

女性相談支援センター多

摩支所の体制強化

市町村部で唯一の配偶者暴力相談支援センターも兼ねる、女性相談支援セ

ンター多摩支所の体制強化を図り、市の女性相談支援員へのスーパーバイ

ズや研修を実施していきます。（再掲）

市の女性相談支援員へのスー

パーバイズを行う職員を配置し

助言を行うほか、市町村の新任

職員に対する研修を実施

福祉局

91

再掲

区市等の女性相談支援員

との連携強化

区市等の女性相談支援員から、女性相談支援員が支援中の方についての心

理的な援助や一時保護した方の通院等への同行支援について、女性相談支

援センターに依頼があった場合に状況により対応できるよう体制を整備し

ていきます。（再掲）

同行の必要が生じた都度、可能

な範囲で区市等へ協力
福祉局

95 多言語による相談支援

東京都多言語相談ナビでは、多言語での生活相談、法律相談、在留相談を

実施しています。また、区市町村の窓口で外国語を話す方と言語が通じな

い場合に、区市町村を支援するため遠隔で通訳のサポートを実施します。

継続実施（令和6年6月より、電

話相談をフリーダイヤル化）

生活文化

スポーツ

局

★

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

96
女性自立支援施設のキャ

リアアップ制度の構築

女性自立支援施設の職員の確保、育成、定着を図るため、経験年数や研修

の受講状況等に応じて、処遇改善を行い、キャリアアップ制度を構築でき

るよう支援していきます。

・女性自立支援施設キャリアッ

プ補助事業により、処遇改善や

キャリアアップ制度構築に要す

る経費を補助

・令和６年度交付決定 ５施設

福祉局 ★

97
女性自立支援施設の環境

整備等

女性自立支援施設における支援について、居所等の厳重な秘匿を要する方

と、秘匿とする必要性が薄い方等、それぞれの利用者のニーズに合わせた

生活環境整備や、原則個室化、全国から入所可能な都外の女性自立支援施

設の活用について、施設入所以外の地域のサービスやサポートの利用も含

めて検討していきます。

・引き続き必要な検討を実施

・令和７年度から国の「女性自

立支援施設通所支援モデル事

業」を実施予定

福祉局

45

再掲

女性自立支援施設退所者

への支援

女性自立支援施設を退所した方が、地域社会で継続して安定した生活を営

めるよう、自立に必要な相談、援助を行う女性自立支援施設を支援しま

す。（再掲）

・女性自立支援施設退所者自立

生活支援事業により、退所者に

対する相談支援に要する経費を

補助

・令和６年度交付決定 ４施設

福祉局

ウ 女性相談支援員の支援力・相談機能の強化

エ 女性自立支援施設の体制強化
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48

再掲

女性自立支援施設におけ

る支援

女性自立支援施設では、困難な課題を抱える妊婦を受け入れ、本人の意向

を尊重した支援を行います。特に、妊産婦を主な支援対象としている女性

自立支援施設では、産前産後の健康を考えた食事の提供、出産の準備、入

院の同行、心理的なケアから、授乳や沐浴など日常的な育児等だけでな

く、産後の女性の今後の生活を見据えた自立支援を行います。（再掲）

・５施設において妊婦を受け入

れ個別のニーズに応じた支援を

実施

・産前産後の母子を受け入れる

１施設において、関係機関と連

携の上、妊婦及び母子に対する

きめ細かな自立支援を実施

福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

98

女性相談支援センター職員、女性相談支援員、女性自立支援施設職員等に

対して、階層別の研修や相談援助技術の向上のための実践的な研修を実施

することで、女性支援に関わる職員の資質の向上を図っていきます。ま

た、民間団体の職員も必要な研修に参加できるよう対応していきます。

・経験年数の浅い職員へ配慮し

た段階的かつ実践的な研修体系

を構築、女性相談支援に必要な

専門的知識・技術の習得が可能

となるように研修を充実。令和

６年度モデル実施、令和７年度

から本格実施

・民間団体（若年被害女性等支

援事業実施団体）も研修に参加

福祉局 ★

99
配偶者等暴力被害者支援にあたる職員が配偶者等暴力被害への知識や理解

を深め、被害の早期発見や適切な支援ができるように研修を実施します。

職務関係者研修の開催（開催回

数：4回）

生活文化

スポーツ

局

100

区市町村の配偶者等暴力被害者からの相談体制を強化することを目的に、

区市町村の女性相談支援員のレベルアップを図る講座や性暴力に関する研

修を実施します。

区市町村相談員養成講座の開催

（開催回数：2回）

性暴力被害者支援のための研修

の開催（開催回数：1回）

生活文化

スポーツ

局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

101

地域の支援関係者の連携等を深めるとともに、個別の対象者について情報

共有を行い、支援内容や支援の方向性の協議を行うため、代表者会議、実

務者会議、個別ケース検討会議の三層からなる支援調整会議を設置しま

す。

代表者会議、実務者会議、個別

ケース検討会議をそれぞれ設

置、開催

福祉局 ★

102
行政と民間団体等との協働を推進するため、支援調整会議で、協働して支

援した事例などを共有していきます。

支援調整会議の代表者会議にお

いて事例を共有
福祉局 ★

98

再掲

女性相談支援員等に対す

る研修の充実

女性相談支援センター職員、女性相談支援員、女性自立支援施設職員等に

対して、階層別の研修や相談援助技術の向上のための実践的な研修を実施

することで、女性支援に関わる職員の資質の向上を図っていきます。ま

た、民間団体の職員も必要な研修に参加できるよう対応していきます。

（再掲）

・経験年数の浅い職員へ配慮し

た段階的かつ実践的な研修体系

を構築、女性相談支援に必要な

専門的知識・技術の習得が可能

となるように研修を充実。令和

６年度モデル実施、令和７年度

から本格実施

・民間団体（若年被害女性等支

援事業実施団体）も研修に参加

福祉局 ★

10

再掲

配偶者暴力被害者等の支

援

都は配偶者暴力被害者等を支援する民間シェルター等が行う先進的な取組

を助成するなど、民間団体と連携して被害者等の支援の充実を図ります。

(再掲)

令和６年度事業として、左記取

組を行う民間団体４団体への助

成を実施

生活文化

スポーツ

局

オ 女性相談支援員等の支援者に対する研修の充実

女性相談支援員等に対す

る研修の充実

カ 民間団体等との協働の推進

支援調整会議の設置
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70

再掲
アウトリーチ支援等

都は、民間団体と協働して、SNSを活用した相談や繁華街での見回り等の

アウトリーチ支援、一時的な居場所の提供等を行います。(再掲)

若年被害女性等支援事業を行う

民間団体５団体がアウトリーチ

支援等を実施

福祉局

49

再掲

特定妊婦や出産後の母子

等に対する支援

家庭生活に困難を抱える特定妊婦と出産後の母子等に対する支援の強化を

図るため、都は、一時的な住まいや食事の提供、その後の養育等に係る情

報提供や、医療機関等の関係機関との連携を行う民間団体を支援していき

ます。（再掲）

左記取組を行う民間団体２団体

への助成を実施
福祉局 ★

11

再掲

来日外国人女性の緊急保

護事業の実施

緊急に保護を求める外国人女性に対する保護体制の充実を図るため、都

は、外国人女性の緊急保護を実施する民間団体等を支援します。（再掲）

左記取組を行う民間団体１団体

への助成を実施
福祉局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

101

再掲
支援調整会議の設置

地域の支援関係者の連携等を深めるとともに、個別の対象者について情報

共有を行い、支援内容や支援の方向性の協議を行うため、代表者会議、実

務者会議、個別ケース検討会議の三層からなる支援調整会議を設置しま

す。（再掲）

代表者会議、実務者会議、個別

ケース検討会議をそれぞれ設

置、開催

福祉局 ★

103

都内全域で困難な課題を抱える女性への相談支援体制の強化・充実を図る

ため、区市町村における支援調整会議の設置や地域の実情を踏まえた女性

相談支援員の適切な配置、基本計画の策定がすべての区市町村で進むよう

働きかけていきます。

区市町村の主管課⾧会での説明

や資料の配布等により働きかけ
福祉局 ★

104 各自治体で支援調整会議の設置が進むよう、好事例を展開します。

支援調整会議（代表者会議）で

好事例を展開、各区市町村の配

布

福祉局 ★

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

105
配偶者暴力対策ネット

ワーク会議の開催

配偶者暴力対策ネットワーク会議を開催し、都及び区市町村の関係各機

関、医療、司法、人権擁護団体、民間支援団体等の連携を促進し、配偶者

暴力対策事業の着実な推進を図ります。

第１回：令和６年７月に開催

第２回：３月頃を予定

生活文化

スポーツ

局

106
配偶者等暴力防止等に関

する活動等の支援

民間団体における配偶者等暴力防止等に関する自主的な活動等を支援し、

配偶者等暴力防止及び被害者支援を図ります。

配偶者暴力防止等民間活動助成

事業の実施

生活文化

スポーツ

局

107
配偶者暴力相談支援セン

ター連携会議の開催

東京ウィメンズプラザにおいて、配偶者暴力相談支援センター連携会議を

開催し、女性相談支援センターや東京ウィメンズプラザ、自治体が独自に

設置している配偶者暴力相談支援センターの連携を強化します。

第１回：令和６年９月に開催

第２回：令和６年11月に開催

生活文化

スポーツ

局

No. 事項 内容
令和７年１月末時点の取組状況

（未実施の場合は今後の予定）
所管局

108 人権相談の実施
都の人権相談窓口において、都民から人権に関する相談があった場合に、

関係機関とも連携しながら適切な対応・支援の充実を図ります。

東京都人権プラザにおいて、人

権に関する様々な相談に対応
総務局

区市町村における支援調

整会議の設置や計画策定

の促進

ク 配偶者等暴力対策の実施

ケ 施策の周知・啓発・広報の実施

キ 支援調整会議の設置及び基本計画策定の推進
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109 東京都職員に対する研修

都政に携わるすべての職員に対して人権意識の高揚を図るための研修を実

施し、その中で女性、子供などの人権問題や男女共同参画に対する正しい

理解と認識を深めます。

中央研修において、各局等の研

修講師を育成する「講師養成研

修(人権・同和問題科)」及び新

規採用職員を対象とする「新任

研修」を実施。様々な人権問題

に対する理解と認識を深めると

ともに、女性、子供などの人権

問題に関する内容を取り上げ、

理解を推進。

＜参考＞

●講師養成研修「人権・同和問

題科」（基礎）200名

●新任研修（前期）1362名

総務局

110
人権問題の学習に関する

普及啓発

人権問題への正しい理解と認識を深めるため、社会教育関係指導者を対象

とした人権啓発学習資料に配偶者等暴力や性暴力等の人権問題について掲

載するとともに、内容の充実を図ります。

令和７年３月発行の人権啓発学

習資料に掲載予定
教育庁

111
生命（いのち）の安全教

育の推進

性暴力の加害者、被害者、傍観者にならないようにするために、各学校に

おいて生命（いのち）の尊さを学び、性暴力 の根底にある誤った認識や行

動、また、性暴力が及ぼす影響などを正しく理解した上で、生命を大切に

する考えや、自分や相手 、一人一人を尊重する態度等を、発達段階に応じ

て身に付ける「生命（いのち）の安全教育」を推進します。

「安全教育プログラム」への関

連資料の掲載、デジタル版実践

事例集の配信、児童・生徒向け

啓発チラシの配信

教育庁

112 女性に対する犯罪の防止

関係機関等と連携し、配偶者等暴力・ストーカー、痴漢、盗撮等の被害防

止に向けて、注意すべき事項や被害防止のポイント及び被害を受けた際の

相談・連絡先を記載したリーフレットを作成・配布するほか、女性が集ま

る場（大学、専門学校等）での具体的な被害防止講習を開催するなど、広

く注意喚起します。

警視庁ホームページを活用した

情報発信や各種イベントにおけ

るリーフレットの配布等を実施

警視庁

113 痴漢撲滅プロジェクト
痴漢被害のない社会の実現を目指し、庁内プロジェクトチームを軸に官民

連携で事業を実施します。

・専用サイトを開設（開設後に

学習コンテンツを追加）

・痴漢被害実態把握調査を実施

し、結果公表

・警視庁や鉄道事業者等と連携

した受験期の痴漢撲滅キャン

ペーンを実施中    等

生活文化

スポーツ

局

114
若年層向けデートDV の

啓発

若年層に交際相手からの暴力に関する相談窓口があることを知ってもらう

ため、デートＤＶ啓発カードを作成し、都内の全高校１年生及び関係機関

等に配布し広く周知を図ります。

「女性に対する暴力をなくす運

動」期間に合わせて都内全高校

1年生にデートDV啓発カードを

配布

生活文化

スポーツ

局

115
性や健康に関する講演イ

ベントの開催

「わかさぽ」の対面相談会場において、性や健康に関する講演イベントを

開催し、中高生等へ知識の啓発を図ります。

令和6年4月～令和7年1月末の期

間でイベントを４回実施
福祉局

116
配偶者等暴力の防止に関

する啓発

都民及び関係機関の理解を深めるため、配偶者等暴力の防止に係るパンフ

レットや相談窓口を案内するＰＲカード等の啓発資料を作成し、様々な機

会を活用して配布します。

配偶者等暴力の防止に係るパン

フレットや相談窓口を案内する

ＰＲカード等を関係機関や来館

者に配布

生活文化

スポーツ

局

117
女性に対する暴力をなく

す運動」等の啓発

「女性に対する暴力をなくす運動」期間等の機会を捉えて都の広報紙や

ホームページ、ＳＮＳ等を活用し広く都民への啓発を行います。

都庁舎や都有施設でパープルラ

イトを実施。その様子と合わせ

て、SNS等で取組を発信

生活文化

スポーツ

局

118
配偶者等暴力の防止に関

する啓発

都民を対象に、配偶者等暴力被害に対する正しい知識と理解を促進するた

めの講演会を開催します。

配偶者暴力防止講演会の開催

（開催回数：オンライン1回、

録画上映2回）

生活文化

スポーツ

局
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119 女性に対する犯罪の防止

女性の被害防止に向け、注意事項等をまとめたリーフレットを作成し、大

学や専門学校生等に配布します。また、女性を狙った犯罪被害を防止する

ための具体的対処要領について専門講師を派遣する講習会を実施します。

・女性の犯罪被害防止リーフ

レットのデザイン改定（２月以

降、印刷、大学等へ配布予定）

・女性の犯罪被害防止講習会を

10回実施（３月末までに２回実

施予定）

生活文化

スポーツ

局

120 女性に対する犯罪の防止

現場に居合わせた第三者が、犯罪を見てみぬふりをせず、さりげない行動

により被害を未然に防止し、社会全体で女性に対する犯罪を許さないとい

う社会気運の醸成を図る啓発を実施します。

・特設サイトを開設

・若者が集まる場所でのイベン

ト実施、ブース出展

・気運醸成を図る若者向けキャ

ンペーンの実施

生活文化

スポーツ

局
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